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介
護
保
険
料
は
、
前
年
の
所
得

に
よ
っ
て
段
階
別
に
決
定
し
ま
す
。

本
人
も
家
族
も
市
町
村
民
税
が
非

課
税
の
場
合
な
ど
は
、
保
険
料
が

基
準
額
よ
り
低
く
な
り
ま
す
。

介
護
保
険
料
は
３
年
毎
に
改
定

さ
れ
、平
成
27
年
度
〜
29
年
度
の

介
護
保
険
料
は
下
表
の
と
お
り
で

す
。

■
基
準
保
険
料

◇
月
額　
　
４
，９
３
０
円

◇
年
額　

５
９
，１
６
０
円

介
護
保
険
料
の
納
付
は
、
年
金

か
ら
の
天
引
き
に
よ
る
「
特
別
徴

収
」
と
、
納
付
書
ま
た
は
口
座
振

替
に
よ
る
「
普
通
徴
収
」
が
あ
り

ま
す
。
納
付
方
法
は
選
択
す
る
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。

保
険
料
の
納
付
方
法
や
納
期
限

に
つ
い
て
詳
し
く
は
、
次
ペ
ー
ジ

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

な
お
、
前
年
度
と
所
得
段
階
が

変
更
に
な
っ
た
方
な
ど
は
、
８
月

以
降
の
年
金
か
ら
天
引
き
す
る
保

険
料
額
を
変
更
す
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

※
昨
年
度
65
歳
に
な
ら
れ
た
方
や

他
市
町
村
か
ら
転
入
さ
れ
た
方

な
ど
は
、
年
金
か
ら
の
天
引
き

開
始
時
期
が
そ
れ
ぞ
れ
異
な
り

ま
す
。
開
始
時
期
ま
で
は
、
納

付
書
ま
た
は
口
座
振
替
（
普
通

徴
収
）
で
の
納
付
に
な
り
ま
す
。

災
害
や
低
収
入
な
ど
の
事
情
で

保
険
料
の
納
付
が
困
難
な
場
合
に

は
、減
免
制
度
が
あ
り
ま
す
の
で
、

高
齢
介
護
課
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

介
護
保
険
事
業
は
、
介
護
保
険

被
保
険
者
の
方
に
、
納
め
て
い
た

だ
い
た
保
険
料
で
運
営
し
て
い
ま

す
。
災
害
な
ど
の
特
別
な
事
情
が

な
い
の
に
保
険
料
を
滞
納
し
て
い

る
と
、
滞
納
期
間
に
応
じ
て
次
の

よ
う
な
給
付
制
限
を
受
け
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

■
問
合
わ
せ

　

高
齢
介
護
課　


v
０
６
４
９

65
歳
以
上
の
方
へ
「
介
護
保
険
料
の
お
知
ら
せ
」
を
７
月
中
旬
に

郵
送
し
ま
す
。
お
知
ら
せ
に
は
、
今
年
度
の
年
間
保
険
料
額
、
所
得

段
階
区
分
、
納
付
期
限
な
ど
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
ご
確
認
く

だ
さ
い
。

６５
歳
以
上
の
方
の

　
　
介
護
保
険
料
の
納
付
に
つ
い
て

〜
支
え
合
い 

高
齢
者
介
護
の
安
心
料
〜

介
護
保
険
料
に
つ
い
て

保
険
料
の
納
付
に
つ
い
て

保
険
料
の
減
免
制
度

給
付
制
限
に
つ
い
て

２年以上の滞納

１年半以上の滞納

滞納期間

１年以上の滞納

一時的に給付の一部または全部を差し止められます。

サービスを利用するときに、未納期間に応じて、自己負担が
３割に引き上げられたり、高額介護サービス費が受けられな
くなります。

給 付 制 限

介護費用をいったん全額自己負担しなければ、サービスが
受けられなくなります。申請により後から介護保険給付分
（９割）が戻ってきます。
※一定以上所得のある方の戻る割合は８割になります。

◆◆◆◆◆６５歳以上の方（第１号被保険者）の介護保険料◆◆◆◆◆

※国・愛知県・半田市の公費により第1段階の保険料は保険料率を5％引き下げて低所得の方の保険料負担を軽減しています。

１１８,３２０円
１１２,４１０円

本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が600万円以上1,000万円未満の方

本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が125万円以上200万円未満の方
本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が200万円以上400万円未満の方

２３,６７０円

４０,８３０円

４４,３７０円

４９,１１０円

本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が125万円未満の方

９７,６２０円

５９,１６０円

７９,８７０円
６８,０４０円

本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が400万円以上600万円未満の方

1.00

1.15

0.83

世帯の誰か（配偶者など）が市町村民税課税で、かつ、本人が市町村民税非課税で、前年の合
計所得金額と課税年金収入額の合計が80万円を超える方

1.90
1.65

0.75

1.35

世帯全員が市町村民税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が80万円を
超え120万円以下の方 0.69

世帯の誰か（配偶者など）が市町村民税課税で、かつ、本人が市町村民税非課税で、前年の合
計所得金額と課税年金収入額の合計が80万円以下の方

世帯全員が市町村民税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が120万円を
超える方

生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で世帯全員が市町村民税非課税の方、または、世帯全
員が市町村民税非課税で、前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計が80万円以下の方 0.40

2.00
2.20本人が市町村民税課税で、前年の合計所得金額が1,000万円以上の方 １３０,１６０円

第４段階

第２段階

第１段階

第３段階

第１１段階

保険料
率

平成27年度～29年度
保険料（年額）対　　　象　　　者所得段階

第９段階

第５段階
（基準額）

第１０段階

第８段階
第７段階
第６段階


